



















































































（IRC=Internal Revenue Code/内国歳入法典）は、連邦税法執行妨害未遂（Attempts 




















































criminal conspiracy charges）」、 す な わ ち 特 定 の 実 体 犯 罪（specific 
substantive offence）にかかる個別・独立罪的な共謀規定と、②「一般的
共謀罪（general criminal conspiracy charge）」（6）の規定からなる。
連邦法を例にすると、法分野によっては、「取引制限の共謀（Conspiracy 















を含め詳しくは、See, e.g., Thomas J. Leach , “Civil Conspiracy： What's the Use?” 54 U. 
Miami L. Rev. 1 （1999）．
（6）　「一般共謀罪規定（general criminal conspiracy charge provision）」、「刑事法典の総
則的な共謀罪規定」とも呼ばれる。
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（conspiracy to defraud the United States）」という文言からも分かるよう
に、共謀者が特定の犯罪に関係したことが前提となっていない
4 4 4 4 4 4 4 4 4
。すなわ
ち、連邦政府（その代理人である連邦検察）（9）は、共謀者が個別の租税実
体犯罪（specific substantive tax offence）に関係したことを立証するよう
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4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
としての共謀（計画）の成立」が犯罪構成要件該当結果（客観的構成要件
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
要素）として必要である。
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4  
その具体的な内容は、共謀ないし計画（立案）という実行行為によって、
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
実行準備行為へすみやかに移行するという結論につき合意し、意見の一致
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を見たという客観的事実、すなわち「積極的合意の存在」ということにな



























4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
為、共謀するという実行行為、すなわち構成要件該当結果たる積極的合意
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
の存在とは区別された意味での構成要件該当行為、実行行為もまた独立し
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
て必要な成立要件だといわなければならない





















4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
正犯による犯罪実行の違法性に従属し連帯するものとして規定されたこと
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
に疑いの余地はない











































































































































































































































































































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
れる犯罪捜査というのは、すでに起こった、いわば過去の犯罪についての
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
捜査でしかありえなかった。しかし共謀罪ができることにより、まだ起
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
こっていない将来の犯罪についての刑事訴訟法上の犯罪捜査、つまり任意
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
捜査のみならず強制捜査までが可能となることにある。任意捜査でさえ、
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
犯罪の嫌疑がなければ刑事訴訟法上違法である（警察官職務執行法２条１
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
項）ところ、共謀罪ができることにより、犯罪発生前の犯罪捜査が適法に
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
なる。

























4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
象的で希薄な内容の事実のみで令状が発付されることになり、令状主義も
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
事実上骨抜きにされた
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
のである。
この意味では、いわゆる別件逮捕・別件取調べとして問題視されてきた
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ものが、本来の罪と共通する事実に関する共謀罪のための逮捕・取調べで
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
足りることになり、いわば違法な場合もありえた別件逮捕・別件取調べ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を、令状主義の潜脱という実質はそのままに適法化してしまう




4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
にされるということは、犯罪捜査というものの性質が百八十度転換された
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ことを意味する




























・ 犯則事件調査を実施するほどの疑いはない ⇒  査察官は犯則事件の任意調査、
令状（許可状）による強制調査は
行えない






















4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ではなく、犯罪者集団に違いないから、犯罪を行ないかねないから、犯罪
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を行なう前に捜査するということになる

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































追にかかる犯罪事実を「合理的な疑いを超える程度（beyond a reasonable 
doubt）」まで立証しない限り、有罪にすることは難しい。これに対して、
民事制裁を争った訴訟（租税民事訴訟）において、IRSは、「明確かつ納得
















































る（28）。告発先は、連邦司法省租税部（DOJ Tax=Department of Justice Tax 
Division）付検事（U.S. Attorney）または/および連邦地検の連邦検事補

















Michelle M. Kwon, “The Criminality of ‘Tax Planning’,” 18 Fla. Tax Rev. 153, supra 注










ず、連邦捜査局（FBI=Federal Bureau of Investigation）、連邦取引委員会
（FTC=Federal Trade Commission）、連邦証券取引委員会（U.S. Securities 






































（ W i l l f u l 
failure to file 




















































































刑 事 訴 訟 法
371 条 共謀罪 
（31）
（Conspiracy 
t o  c o m m i t 
of fence or to 
de f raud  the 
U.S.）
《税法（IRC）で処罰の対象となる行為については、連邦刑法・













以上のような連邦租税犯（租税実体犯罪）体系（hierarchy of Federal 
substantive tax offences）のなかで、頂点（capstone）に立つのがIRC 
7201条に規定する「租税ほ脱罪（tax evasion）」である（See, Sansone v. 














の違法；罰則〕取引制限の共謀（Conspiracy to restrain trade）
（30）　これらのほかに、7216条〔申告書作成事業者による申告書情報の無許可開示（return 








は、現金取引報告法（currency transaction reporting: 合衆国法典タイトル26/ 26 U.S. 
















合衆国法典タイトル18/18 U.S. Code 224条〔スポーツ競技にお
ける贈賄/Bribery in sporting　contests〕スポーツ競技における










合衆国法典タイトル18/18 U.S. Code 241条〔権利はく奪の共謀
（Conspiracy against rights）〕他人の市民権はく奪の共謀






















合衆国法典タイトル18/18 U.S. Code 286条〔不正請求で連
邦政府に詐欺行為をする共謀（Conspiracy to defraud federal 












合衆国法典タイトル18/18 U.S. Code 531条ｄ項〔連邦議会議員、
当該議員に選ばれた者、閣僚、最高裁判事などの殺害または誘
拐の共謀（Conspiracy to kid nap, assault, or assassinate members 











合衆国法典タイトル18/18 U.S. Code 372条〔連邦公務員への













合衆国法典タイトル18/18 U.S. Code 794条ｃ項〔外国政府支
援目的での防衛情報の提供または収集の共謀（Gathering or 















合衆国法典タイトル18/18 U.S. Code 1962条d項〔RICO法（Rico 
Act/Racketeer Influenced and Corrupt Organization Act）違反の








































合衆国法典タイトル15/15 U.S. Code）１条や1914年クレイトン法（Clayton 
Antitrust Act/合衆国法典タイトル29/29 U.S. Code）12条ないし27条およ
び 52条ないし53条を適用し、訴追し、弾圧した。
1935年に連邦議会は、労働者の団結権を法認する狙いで全国労働関係法





























（35）　1970年連邦組織犯規制法（Organized Crime Control Act of 1970）の一部として
制定されたRICO法/不正収益・腐敗組織法（RICO Act=Racketeer Influenced and 
Corrupt Organization Act）は、犯罪にかかる不正収益を市場（合法ビジネス）に還
元して洗浄をはかることを、その共謀を含め違法とし処罰するものである（合衆国





法に基づいて起訴されている。 See, Benjamin Levin, “American Gangsters： RICO, 
Criminal Syndicates, and Conspiracy Law as Market Control,” 48 Harv. C.R.-C.L. L. Rev. 
105 （2013）.
（36）　See, William E. Brown, “Criminal Conspiracy and Political Dissent,” 44 Tul. L. Rev. 
587 （1970）.
（37）　See, Benjamin Levin, “Protecting Workers’ Rights in a Post-Wisconsin World： 
Strategies for Organizing and Action in an Era of Diminished Resources and Embattled 
Unions： Blue-Collar Crime： Conspiracy, Organized Labor, and the Anti-Union Civil 






















規定（general conspiracy charge provision）として盛られた（40）。
・ 共謀罪は、それが連邦（および諸州）の制定法に盛られる前は、不法行為を
行う意図（intent）をもって当該行為の実現に移す合意（agreement）がある










して拡大適用されるにいたったものである。See, generally, Charles Doyle, “Federal 





























States v. Giry, 818 F.2d 120, 125 （1st Cir. 1987）； United States v. Barnes, 604 
F.2d 121, 161 （2d Cir. 1979）； United States v. Chase, 372 F.2d 453, 459 （4th 

























（DEA=Drug Enforcement Administration ）の職員であることを知らなかっ
た。この事例では、Ａは、共謀の罪に問われることはない。なぜならば、Ｂ
はＡと合意する意図（意思）がなかったと判断されるからである〔See, e.g., 
Rogers v. United States, 340 U.S. 367, 375 （1951）； Morrison v. California, 291 
U.S. 82, 92 （1934）； United States v. Giry, 818 F.2d 120, 125 （1st Cir. 1987）； 
United States v. Escobar de Bright, 742 F.2d 1096, 1099 （9th Cir. 1984）； 




















































⑦【RICO法】RICO法/不正収益・腐敗組織法（RICO Act=Racketeer Influenced 













〔See, e.g., United States v. Labat, 905 F.2d 18, 21 （2d Cir. 1990）； United States v. 
Kibby, 848 F.2d 920, 922 （8th Cir. 1988）； United States v. Nicoll, 664 F.2d 1308, 
1315 （5th Cir. 1982）〕。
また、「合意」は、明示的である必要もないし、文書にされたものである必
要はない（See., e.g., United States v.  Aubin, 87 F.3d 141, 145 （5th Cir. 1996）； 
United States v.  Boone, 951 F.2d 1526, 1543 （9th Cir. 1992））。
法人（corporations）は、一般的共謀罪規定のもとで刑事責任を負う共謀者
の１人に数えることができる〔See, e.g., United States v. Stevens, 909 F.2d 431, 
日米比較：共謀罪（テロ等準備罪）と税務専門職（石村・清水） 131
432-34 （11th Cir. 1990）； United States v. S & Vee Cartage Co., 704 F.2d 914, 920 
（6th Cir. 1983）〕。 また、法人とその従業者等との間でも共謀罪を問うことが
できる〔See, e.g., United States v. Ams Sintering Co., 927 F.2d 232, 236 （6th Cir. 


























































には、検察が共謀罪を問うことに制限する原則である〔See, e.g., McAndrew v. 













違法；罰則〕「取引制限の共謀（Conspiracy to restrain trade）」違反にかかる刑
事共謀罪に対して適用されたのが始まりである〔See, e.g., Copperweld Corp. v. 






Dussouy v. Golf Coast Inv. Corp., 660 F. 2d 594, at 603 （5th Cir. 1981）〕。今
日、連邦において、法人内共謀不成立原則（ICD）は、反トラスト法違反
事件および連邦市民権法（Civil Rights Act）上の差別取扱を問う民事共謀




則（ICD）適用による防御は認められない〔See, e.g., United States v. Wise, 





Nelson, “The Intercorporate Conspiracy Trap,” 36 Cardozo L. Rev. 969 （2015）.
（43）　See, David Warner, “Are the Corporation and Its Employees the Same?: Piercing 
the Intracorporate Conspiracy Doctrine in a Post Enron World,” 55 Kan. L. Rev （2007） 
1057; Stephen Kubiatowski, “Intra-Corporate Conspiracies: The Limits to Conspiring 
with Your Own Corporation,” 61 U.S. Attorneys’ Bulletin （2013） 43. Katy O’Leary, “A 
Free Pass for Corporate Conspirators?: Inconsistent Distinctions between Civil and 














立証が必要とされる〔See, e.g., United States v. Conti, 804 F.3d 977, at 979-80 
（9th Cir. 2015）； United States v. Ngige, 780 F.3d 497, at 503 （1st Cir. 2015）； 
United States v. Salahuddin, 765 F.3d. 329, at 338 （3d Cir. 2014）； United 
States v. Mathis, 738 F.3d 719, at 735 （6th Cir. 2014）〕。したがって、検察官
は、処罰の対象となる共謀の罪を問うためには、通例、少なくとも共謀者
の１人が共謀を促進する準備行為を行っていることを立証しなければなら
ない〔See. e.g., United States v. Berger, 224 F.3d 107, 114-115 （2d Cir. 2000）； 
United States v. Colson, 662 F.2d 1389, 1391 （11th Cir. 1981）； United States v. 
Brunetti, 615 F.2d 899, 903 （10th Cir. 1980）〕。  
・ 複数の準備行為がある場合、政府（検察）は、正式起訴状に記載したそれら
すべて準備行為を立証するようには求められない。共謀を促進する1つの準
備行為があったことを立証することで足りる〔United States v. Lewis, 759 F.2d 
1316, 1344 （8th Cir. 1985）； United States v. Zielie, 734 F.2d 1447, 1456 （11th 
Cir. 1984）； United States v. Anderson, 611 F.2d 504, 510 （4th Cir. 1979）〕。
・ 準備行為は、合意から独立していなければならない。しかも、合意の間また
は合意の後の行為でなければならない〔See, e.g., United States v. Kauffman, 
311 F.2d 695 （1963）〕。
・ 準備行為は、違法行為であることもあるが、必ずしも違法行為である必要は
ない〔See., e.g., Yates v. United States, 354 U.S. at 334； Braverman v. United 
States, 317 U.S. 49, 53-54 （1942）； United States v. Touhey, 867 F.2d 534, 537 
（9th Cir. 1989）〕。あるいは、完全に合法行為であってもよい（See, e.g., 
（44）　See, J.S. Nelson, “The Corporate Conspiracy Vacuum,” 37 Cardozo L. Rev. 249, at 
270 （2015）; Stephen Calkins, “Copperweld in the Courts: The Roads to Caribe,” 63 
Antitrust L.J. 345 （1995）．
日米比較：共謀罪（テロ等準備罪）と税務専門職（石村・清水） 135























act）の存在を立証する必要がないとされる〔See, Whitfield v. United States, 


















犯罪の１つである〔See, e.g., United States v. Berger, 224 F.3d 107, 114-115 （2d 
Cir. 2000）； United States v. Dale, 991 F.2d 819, 851 （D.C. Cir. 1993）； United 
States v. Lynch, 934 F.2d 1226, 1231 （11th Cir. 1991）； United States v. Brown, 





















（46）　See, Albert J. Harno, “Intent in Criminal Conspiracy,” U. of Pen. L.R （1941） 624.
（47）　See, United States v. Wallace, 85 F. 3d 1063 （2d Cir. N.Y. 1996）. 
日米比較：共謀罪（テロ等準備罪）と税務専門職（石村・清水） 137
















4 4 44 44444
や租税犯罪（tax crimes）を除く
4 4 4 4 44 4 444 4 44 4 4 4
、ほとんどの連邦犯罪にか
かる公訴時効は５年である（合衆国法典タイトル18/18 U.S. Code 3282条）。
一般的共謀罪規定（general conspiracy charge provision/連邦刑事法典371条）
公訴時効も５年である。
・ 租税犯罪（租税実定犯罪
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
）、すなわち内国歳入法（internal revenue laws）違
反、にかかる公訴時効は、一部３年、重要な租税犯罪については６年である






犯罪にかかる共謀については６年とされている〔See, e.g.,  United States v. 
Bellomo, 176 F.3d 580, at 598 （2nd  Cir. 1999）； United States v. Aubin, 87 F.3d 
141, at 145 （5th Cir. 1996）〕。
・ 共謀罪にかかる公訴時効は、最後の準備行為（overt act）の日から進行する
〔See, Fiswick v. United States, 329 U.S. 211 （1946）； United States v. Butler, 
792 F.2d 1528 （11th Cir. 19686）〕。
・ 一方、RICO法/不正収益・腐敗組織法（合衆国法典タイトル18/18 U.S. 
白鷗法学　第24巻１号（通巻第49号）（2017）138
Code 1962条d項）にかかる共謀罪のように、準備行為（overt act）の存在




〔See, e.g., United States v. Northern Imp. Co., 814 F.2d 540 （8th Cir. 1987）； 








（affirmative action）があったかどうかで判断される〔See, e.g., United States 
v. U.S. Gypsum Co., 438 U.S. 422, at 464-45 （1978）；United States v. Gonzalez, 
797 F.2d 917 （10th Cir. 1986）； United States v. Ortega, 750 F.3d 1020, at 1024 
（8th Cir. 2014）； United States v. Morgan, 748 F.3d 1024, at 1037 （10th Cir. 
2014）〕。
・ 共謀から離脱、断念したかどうかの立証責任は、共謀者である被告側が負う
（See, Smith v. United States, 133 S. Ct. 714, at 720 （2013））。
・ 共謀者が共謀の合意を拒否または放棄したことは、「共謀の断念」を判断す
る際の重要な目印となる〔Hyde v. United States, 225 U.S. 347, at 369 （1912）〕。
・ 共謀から離脱したかどうかの判断は、事実問題（a question of fact）であり、
審理陪審（trial jury）で精査される。
・ 共謀から離脱した場合、その者は、離脱後の他の共謀者の行為に対しては
免責されるが、共謀罪で処罰されることもあり得る〔See, Smith v. United 
States, 133 S. Ct. 714, at 719 （2013）； United States v. Salazar, 751 F.3d 326, 

















という場合には、主として税務弁護士（tax attorney at law）、公認会計



























加　　入 任意加入 任意加入 任意加入
監督機関 州最高裁判所 州当局 内国歳入庁（IRS）





PTIN取得者数 30,918人 213,350人 51,755人
有資格者数 約120万人 約65万人 約6万人









　２人以上の者が、①合衆国に対する犯罪行為を行うこと（to commit any offence 

























4 4 4 4 4
。これに対して、②詐欺条項にかかる共謀罪
（conspiracy-to-defraud clause）の適用においては、「連邦政府に詐欺行為
をする共謀（conspiracy to defraud the United States）」という文言からも
分かるように、共謀者が特定の実体犯罪に関係したことが前提となって
















たは①と②双方を典拠にすることができる〔See, United States v. Jerkins, 
871 F.2d 598, at 602 （6th Cir. 1989）； United States v. Little, 753 F.2d 1420, 





























































































（53）　また、連邦最高裁の判決〔Santobello v. New York, 404 U.S. 257 （1971）〕に従い、
合意書に盛られた条件/量刑が法的拘束力を有するためには、担当裁判官の承諾が必
要とされる。



















（55）　See, Gregory M. Gilchrist, “Bargaining for More Trials” 60 Champion 20 （2016）； 
Gregory M. Gilchrist, “Trial Bargaining,” 101 Iowa L. Rev. 609 （2016）.
（56）　See, John Rappaport, “Criminal Procedure in the Spotlight： Unbundling Criminal 















（連邦政府）に対する犯罪行為を行うこと（to commit any offence against the 







納付（failure to make timely deposits of tax）に対して未納付額に応じ２％～
10％（ただし、滞納通知後に支払が行われた場合には15％）附帯税を課すこ
とができる（IRC 6656条）。また、（ⅱ） 連邦検察（U.S. Attorney）は、刑事
制裁として内国歳入法典（IRC）に基づき納付すべきいかなる租税（例えば、
源泉徴収税）を故意に徴収せず、報告せず、かつ納付しない者を、不徴収ま




















































































犯罪を構成しない行為を含む〔See, e.g. United States v. Toomey, 867 F.2d 
534, at 536-67 （9th Cir. 1989）〕。連邦刑事法典371条の「詐欺行為（defraud）」
という文言は、コモンロー上の定義、さらには連邦の個別の犯罪とされる
「郵便・通信詐欺（mail and wire fraud）」（合衆国法典タイトル18チャプ
ター63/18 U.S. Code Chapter 63 第1341条以下）よりも広く解釈されてい
る〔See, Dennis v. United States, 384 U.S. 855, at 861 （1966）； United States v. 
Toomey, 867 F.2d 534, at 537-38 （1989）。ただし、United States v. Caldwell, 








する必要がないとされる〔See, e.g. United States v. Rosengarten, 857 F.2d 
76, at 79 （2nd Cir. 1988）；United States v. Everett, 692 F.2d 596, at 599 （9th 
Cir. 1982）〕。
加えて、連邦（検察）は、「詐欺行為（fraud）」自体が犯罪を構成す
るのかどうかを立証する必要がないとされる〔See, e.g., United States v. 














罪（specific substantive tax offence）が存在する（した）のかどうかも明
らかにする必要がないとする。すなわち、連邦（検察）に唯一立証が求め
られるのは、詐欺行為にかかる共謀の標的が、「合衆国（連邦）またはそ
の機関（the United States or one of its agencies）」であったかどうかであ
る、とする〔See, e.g., United States v. Johnson, 383 U.S. 169, at 172 （1966）； 
United States v. Lane, 765 F.2d 1376, at 1379 （9th Cir. 1985）； United States v. 
Pintar, 630 F.2d.1270, at 1278 （8th Cir. 1980）〕。
こうした支配的な見解・法解釈に対しては、少数ながら、異論を唱え

















るように求め、次のような警鐘を鳴らしている〔Dennis v. United States, 























元が明確に記載されている必要がある〔See, United States v. Mohney, 949 











るのが、合衆国 対 クライン事件判決〔United States v. Klein, 247 F.2d 908 







謀」について、次のように定義している〔United States v. Klein, 247 F.2d 
908, at 915 （2d Cir. 1957）〕。
（60）　See, e.g., Benjamin E. Rosenberg, “Several Problems in Criminal Conspiracy Laws 

















IRS has a powerful in terrorism tool to influence the behavior of taxpayer 








の違いについては、100年以上前に連邦最高裁が下した古い判決（Hass v. Henkel, 






























See, John A. Townsend, “Tax Obstruction Crimes： Is Making the IRS’s Job Harder 








































・ 合衆国 対 ゴールドバーク事件判決〔United States v. Goldberg, 105 F/3d 770, 
at 772（1st Cir. 1997）〕：従業者を雇用し給与を支払ったと偽って、その分を
秘密裏に個人への支払や第三者への給付にあてる計画にかかる共謀




・ 合衆国 対 キャンバラ事件判決〔United States v. Cambara, 920 F.2d 144, at 
146-47 （1st Cir. 1990）〕：不動産管理会社を窓口会社とし、現金を引出しかつ
当該現金で巨額の資産を購入するための資金洗浄計画にかかる共謀
・ 合衆国 対 リゾッテ事件判決〔United States v. Lizottte, 856 F.2d 341, at 432-43 
（1st Cir. 1988）〕：名義人を通じて不動産を購入するための現金洗浄計画にか
かる共謀
・ 合衆国 対 ターバーズ事件判決〔United States v. Tarvers, 833 F.2d 1068, at 
1071-72 （1st Cir. 1987）〕：薬物取引で得た所得の脱税にかかる共謀
【第２巡回区連邦控訴裁判所】
・ 合衆国 対 マッチア事件判決〔United States v. Macchia, 35 F.3d 622, at 666 （2d 
Cir. 1994）〕：クライン共謀基準の連邦ガソリン税への適用事例で、連鎖偽装
取引を使ってガソリン税を回避する計画にかかる共謀




・ 合衆国 対 ビルツェリアン事件判決〔United States v. Bilzerian, 926 F.2d 1285, 
at 1302 （2d Cir. 1991）〕：二重目的共謀、すなわち、連邦証券取引委員会
（SEC）と連邦課税庁（IRS）双方に詐欺を働く共謀。不正な税務上の損失お
よび不正な控除によりうみ出した蓄えを他人名義で留保し、合衆国法典タイ
トル15/15 U.S. Code 78条のm第d項に基づく報告違反をする共謀
・ 合衆国 対 アッタナシオ事件判決〔United States v. Attanasio, 870 F.2d 809, at 
816 （2d Cir. 1989）〕：弁護士信託口座（attorney trust accounts）を使って、
不正なキャピタルゲイン取引および60万ドルの資金洗浄をする計画の共謀





・ 合衆国 対 ローゼンガーテン事件判決〔United States v. Reosengarten, 857 
F.2d 76, at 77 （2d Cir. 1988）〕：不動産タックスシェルター投資に関する資料
の日付をずらすことにより不正な税控除をうみ出す計画にかかる共謀
・ 合衆国 対 タロフ事件判決〔United States v. Turoff, 853 F.2d 1037, at 1040-
41 （2d Cir. 1988）〕：通信詐欺スキームから発生した利子所得の無申告および
IRSへ申告しなかった当該利子相当額の現金を信用組合へ預託する計画にか
かる共謀
・ 合 衆 国 対 ナ ー セ シ ア ン 事 件 判 決〔United States v. Nersesian, 824 F.2d 




・ 合衆国 対 シガロー事件判決〔United States v. Sigalow, 812 F.2d 783, at 784-85 
（2d Cir. 1987）〕：IRSの犯則調査で発覚した風俗店（massage parlors）の店
長兼オーナーによる、各店舗のフロントに帳簿を破棄させ故意に虚偽の納税
申告書の提出を図る組織的な共謀
・ 合衆国 対 ハインマン事件判決〔United States v. Heinmann, 801 F.2d 86, at 91-























グ規制法（Money Laundering Control Act of 1986）〔合衆国法典タイトル












































すでにふれたように、連邦検察租税部（DOJ Tax=Department of Justice 




























（68）　See, Ethan S. Burger, et al., “KPMG and "Abusive" Tax Shelters： Key Ethical 
Implications for Legal and Accounting Professionals,” 31 J. Legal Prof. 43 （2007）； 
Jared T. Meier, “Understanding the Statutory Tax Practitioner Privilege： What Is Tax 
Shelter "Promotion"?” 78 U. Chi. L. Rev. 671 （2011）；
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さきにふれたように、連邦最高裁の判例（Hammerschmidt v. United 


















評決にいたった可能性があると裁断した。（United States v. Caldwell, 989 






共謀して連邦課税庁（IRS）の仕事を困難にした（Galdwell conspired to 






























プラン事件判決〔United States v. Coplan, 703 F.3d 46 （2d Cir. 2012）, cert. 

































overt act）などの事実を、証拠として裁判所や審理陪審に提出した（United States v. 





お、コプラン共謀罪事件担当弁護士によるコメントとして、See, Jermy H. Temkin, 
“Time to Revise the ‘Klein” Conspiracy Doctrine,” 249 N. Y. Law. J （January 25, 2013）.
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は、個人の利益の保護よりも政府の利益の方がもっと価値が高いという司法が創













としたが、受理されなかった（いわゆる上告不受理）〔United States v. Coplan, 703 













その一方で、本判決は、カルドウエル共謀罪事件判決（United States v. 
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とされる〔See, e.g., United States v. Townsent, 31 F. 3d 262, at 267 （5th Cir. 
1994）〕。
租税法は複雑になる一方である。政府は、納税者が相当の注意義務を



























のコンテキストにおいて、IRSの税務調査回避（avoidance of tax audit）を
（72）　石村耕治『アメリカ連邦所得課税法の展開』前掲・注１、339頁参照。
（73）　See, Susan C. Morse, “The How and Why of the New Public Corporation Tax Shelter 
Compliance Norm,” 75 Fordham L. Rev. 961 （2006）．
白鷗法学　第24巻１号（通巻第49号）（2017）168
画策していた、あるいは「共謀して連邦課税庁（IRS）の仕事を困難にし











被告は、自分自身で共謀することはできない〔Morrison v. California, 291 
U.S. 82, at 92 （1934）〕。
（１）ピンカートン罪責原則





















この点について、ピンカートン事件判決〔Pinkerton v. United States, 








あったことを立証するように求められる〔United States v. Barnes, 604 F. 










































から、共謀罪を問われることはない〔See, United States v. Pennell, 737 F.2d 




























断もある〔United States v. Helmsley, 941 F.2d 71, at 90 （2d Cir. 1991）, cert. 















（75）　See, Albert J. Harno, “Intent in Criminal Conspiracy,” U. of Pen. L.R （1941） 624.
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かる共謀罪の適用においては、「連邦政府に詐欺を働く共謀（conspiracy 
to defraud the United States）」という文言からも分かるように、共謀者が
特定の実体犯罪に関係したことが前提となっていないからである























連邦最高裁判所は、イングラム共謀罪事件判決〔Ingram v. United 

















（the voluntary and intentional violation of a known legal duty）」と定義しているから
である（United States v. Pomponio, 429 U.S. 10, at 12 （1976））。すなわち、善意で税
法を誤って理解していること、意図的に租税ほ脱のための積極的な行為をすること




立証するように求められる〔Cheek v. United States, 498 U.S. 192, at 201 （1991）〕。
すなわち、政府（検察）は、違法性の認識（knowledge of illegality）という主観的
構成要件要素、言い換えると、被告には法の不知または錯誤がなかったことを立証





















































のような個別の租税実体犯罪（specific substantive tax offence）にかかる
共謀の場合は、一般に、共謀の目的はIRSの追求から逃れることにあり、
その目的を促進するために所得や費用を隠匿することは準備行為（overt 
act）と推認される〔See, e.g. Forman v. United States, 361 U.S. 416, at 422-
24 （1960）〕。
前記コプラン共謀罪事件〔United States v. Coplan, 703 F.3d 46 （2d Cir. 










ている（United States v. Coplan, 703 F.3d 46, at 64-65）。



























（78）　See, Michelle M. Kwon, “The Criminality of ‘Tax Planning’,” 18 Fla. Tax Rev. 153, 






















先にふれたように、連邦最高裁の先例〔Hammerschmidt v. United 


















ような警鐘を鳴らす見解を述べている〔e.g., United States v. Rosengarten, 










謀罪に基づく訴追に対しては「注意深い精査」を要する〔Dennis v. United States, 































































































to defraud the United States）」という文言からも分かるように、共謀者が
特定に犯罪に関係したことが前提となっていない
4 4 4 4 4 4 4 4 4
。すなわち、検察は、共
謀者が特定の個別の実体犯罪に関係したことを立証するようには求められ
ない。いわば、「スタンドアローン（it stands its own）」の規定振りになっ
ている。アバウトに、連邦政府の正当な行為を妨害するための共謀があっ
たことを立証することで足りるとされる。刑事訴追の現場では、功利的な
考え方が闊歩しており概括的な詐欺条項（defraud clause）にかかる共謀
罪が汎用され、裁判例の積重ねを通じて共謀罪の成立要件も比較的明確で
ある。もっとも、租税実体犯罪については、個別・独立罪的な共謀規定が
ないことから、一般的共謀罪を適用する形となっている。また、共謀罪の
構成要件も、裁判例の蓄積を通じて、明確にされてきており、政府（検察）
は、共謀者を処断するには、客観的成立要件である「合意」や「準備行為」
に加え、さらに主観的成立要件として限りなく「故意」に相当する程度の
特定の「意図」などの立証をしなければならないものとされている。
この点は、わが国の場合も同様で、一般的共謀罪（テロ等準備罪）を盛
り込んだ組織犯罪処罰法６条の２〔実行準備行為を伴う組織的犯罪集団に
よる重大犯罪遂行の計画〕において、その対象となる租税犯罪の範囲を法
別表（法別表第三〔第6条の2関係〕）に掲げている。すなわち「限定列挙
/特掲方式」を採る。しかし、この別表への他の租税犯罪類型の追加・列
挙は、実質的に立法権を牛耳る行政庁の意向でどうにでもなる常態にあ
る。もっとも、すでにふれたように、わが国では裁判例の蓄積もなく、共
謀罪の成立要件もまったく視界不良である。今後もスッキリと霧が晴れる
展望もない。
アメリカにおいて、共謀罪は、納税者とその関与税務専門職との信頼関
係に暗い影を落としている。納税者とその関与税務専門職が、ある課税取
扱いについて当局から租税実体犯罪違反（租税ほ脱）の疑い、共謀罪の疑
いをかけられているとする。この場合、税務専門職であれば、問われてい
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る課税取扱いが問題とならないように対応策を示す、あるいは納税者側に
有利な課税上の見解を用意することは、むしろ、自らのクライアント（顧
客）の法的立場を補強するために当たり前の行為といえる。ところが、連
邦政府（連邦検察）は、そうした対応策や行為は、共謀罪を適用する際の
要件の１つである「準備行為（overt act）」にあたるとレッテル貼りをす
る。しかし、これでは、税務専門職は、クライアントに対する予防法学的
な視角からの専門職サービスを提供することは危険行為と化してしまう。
税務専門職による納税者権利擁護のための法務サービスを潜在的に刑事処
罰の対象とするに等しく、由々しい問題といえる。税務専門職が、「どの
ような課税取扱いが法的にゆるされるのか、あるいは税法の範囲内で租税
負担が最も効率的になる税務処理方法はこれだ」といった見解をクライア
ントに提供することは、納税申告前か納税申告後であるかを問わず、本来
まったく自由なはずである。租税負担を極小化することは納税者の権利で
あり、技巧みな税務専門職がこうした権利の伸長を支援する態勢を法認す
るのがアメリカ税法のレガシーである。こうしたレガシーをなし崩しにし
てしまっているのが共謀罪の存在である。
わが国とアメリカでは、共謀罪に対する制度や歴史、裁判例や学問上の
蓄積などの面で“格差”が大きい。このため、理論的のみならず、法実務的
にも、この犯罪についての日米比較は、容易ではなかったというのが“本
音”である。懸命に共同作業に努めたものの内容にまとまりがないように
もみえる。本稿は、はじめに断わったように、あくまでも「試論」の域を
出ないものである。わが国で導入された共謀罪（テロ等準備罪）の“本質”
を理解し、かつ “今後の展開” を占ううえでアメリカにおける共謀罪の実
情を調べてみたいという共著者の“好奇心の結晶”とみてほしい。税務専門
職や対米進出企業などが法実務上共謀罪とどうつきあっていくべきか精査
する際の一助となればと願っている。
（本学法学部教授）
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